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24MBP実現に向けた財務資本戦略

24MBP においてもブリヂストンの最重要経営指標である

ROICを軸に資本コストを意識する経営を推進していきます。

バリューチェーン全体で改善に取り組むことでビジネス体質

の強化を進めていき、「キャッシュイン」としての稼ぐ力の強

化を図っていきます。また、「キャッシュアウト」としてのキャ

ピタルアロケーションについては、「戦略的成長投資」による

持続的な成長・企業価値向上を優先しつつ、「適正な財務体

質の維持」と「株主還元の充実」を推進していきます。特に

株主還元については、調整後営業利益の成長に応じた1株あ

たりの配当額の継続的増加を目指し、ステークホルダーの皆

様の期待にお応えしていきたいと考えています。

キャピタルアロケーション

ブリヂストンは経営にあたり、株主の皆様の利益を重要な課

題として位置付けており、今後の事業展開に備えた経営基盤

の強化をはかりつつ、業績の向上に努めることを基本方針と

しております。その中でキャピタルアロケーションについては、

2030年長期戦略アスピレーションを道筋に、稼ぐ力の強化、
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価値創造へのフォーカス、サステナブルなプレミアムブラン

ド構築のための「戦略的成長投資」による持続的な成長と企

業価値向上の実現を優先しつつ、「適正な財務体質の維持」

と「株主還元の充実」につなげてまいります。

　「戦略的成長投資」については、24MBPでは21MBP 対

比約1.5倍の約0.8兆円レベルの戦略リソースを予定しており、

主にリターン確度の高いプレミアムタイヤ事業を中心にリソー

スを拡充していきます。「適正な財務体質の維持」については、

財務健全性を維持しながら、ROE 11％レベル、ROIC 10%

レベルを26年の目標とし、資本効率の改善を推進してまいり

ます。
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「戦略リソース」（戦略投資＋戦略経費）

キャッシュイン：「稼ぐ力」を強化 キャッシュアウト： リターン確度が高いプレミアムタイヤ事業を中心に戦略リソースを拡充。
安定的且つ継続的な配当額向上による株主還元の充実。

「適正な財務体質を維持」：財務健全性を維持しつつ、資本効率のバランスを図る

「株主還元の充実」：安定的且つ継続的な配当額向上

24MBP：約0.8兆円
（21MBP対比 約1.5倍）

■ プレミアムタイヤ事業：約0.5兆円
■ ソリューション事業　：約0.1兆円
■ IT/基盤 /化工品・多角化・探索事業：約0.2兆円

資本効率・
資本コスト

１株当たり配当額

配当：連結配当性向 40%を目安として１株当たり配当額を継続的に増加

ROE：
ROIC：

2024年配当予想 MIN210円 
2026年配当24中期計画 MIN250円レベル

経常設備投資：24MBP期間中、0.2兆円～ 0.3兆円/年レベル

信用格付の
維持・向上

23年：Moodyʼs：A2
  S&P：A

2026  11%レベル
2026  10%レベル

約0.5兆円

経常投資他
約0.7兆円

借入返済
約0.3兆円
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株主還元の充実にむけて

配当については当該期の業績、財政状態に加え、中期的な利

益見通し、投資計画、キャッシュ・フロー等を総合的に勘案し

て、連結配当性向40％を目安に、持続的な企業価値向上を

通じて、安定的且つ継続的な配当額の向上に努めることを基

本としております。これらの基本方針に従った24年の配当予

想は、2023年から10円増配とし、年間配当金は1株につき

ミニマム210円を予定すると共に、26年には、1株につきミ

ニマム250円レベルを想定します。また、2030年に向けては、

配当性向も50%を目標として、段階的に上げていくことを目

指しております。なお、自己株式取得につきましても、選択肢

の一つとして機動的に検討してまいります。

財務健全性の維持

適切な財務規律により、財務健全性を維持・確保し、継続的

に長期信用格付で高い水準を維持しています。

政策保有株式に関する方針

ブリヂストンは事業戦略上の必要性、取引・協業関係の維

持・強化を保有の目的として、当社の企業価値の向上に資

するものを政策保有株式と定義し、それ以外は保有しない

方針を取っております。保有する株式銘柄、株式数・保有比

率等については、毎年保有の合理性を確認し、取締役会で

検証しております。保有の合理性については、執行部門に

て個別銘柄ごとに資本コストに見合った経済合理性の定量

評価なども勘案の上、当社の保有方針に則り総合的に判断

しています。検証の結果、保有の合理性が認められないと

判断した株式については、取引先企業との対話を通じ、十

分な理解を得た上で縮減を進めております。2023年度末

時点の純資産（連結）に占める政策保有株式の割合は1.5%

となっており、年々減少しております。
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政策保有株式の保有状況
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